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研究要旨 
 全国レベルの遺伝子プロファイリング研究において筑波大学消化器内科が本事務局と筑波
大学連携協力施設との中間的事務局を担うことによって円滑に情報共有が行えたが、登録・
検体作製業務の人的負担が大きくなることが分かった。 
 
 
Ａ．研究目的 
筑波大学と地域連携協力施設間での地域
連携協力施設からの登録業務、病理組織
標本作製、地域連携協力施設への情報伝
達の有用性を検討すること。 
 
Ｂ．研究方法 
  全国レベルの遺伝子プロファイリング
研究において、筑波大学消化器内科と県
内の関連施設用の補足事項を盛り込んだ
プロトコールと、連絡用紙を作成し、各
地域連携協力施設で患者から同意を得た
後、筑波大学消化器内科内の事務局へ登
録票等をFAXで送る。事務局はWebを用い
てデータセンターに登録する。病理組織
検体の作製については各地域連携協力施
設から筑波大学病理へ依頼する。 
（倫理面への配慮） 
  上記方法の内容について、文書を用い
て説明し、文書による同意を得る。個人
が特定出来る情報は施設外には出ない。
同意撤回も可能とした。 
Ｃ．研究結果 
 ６施設が連携協力施設として参加
した。全64症例が登録され、うち50％
は連携協力施設からだった。メールで
のやりとりはスムーズで、小会議の開
催により情報共有は円滑にできた。事
務局業務は1人の担当医で担った。デ
ータセンターとのやりとりについて
事務局を介して行うため、倍の時間を
要した。 
 
Ｄ．考察 

少人数のグループであるため、情報共
有はしやすく、一体感を感じることが
出来ることで登録数の増加は見込め
たが、事務局業務を1人の担当医が行
うのは負担が大きく業務に支障が発
生しやすい。手順の標準化および専従
の担当員の雇用の必要性があるだろ
う。 
 
Ｅ．結論 
 地域連携協力施設による臨床・病理
連携ネットワークの構築にはまだ改
革の必要性はあるが、今後発展させて
いくに値する重要なモデルである。 
 
Ｆ．健康危険情報 
研究報告書にまとめて記載した 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 

竹内朋代、野口雅之 つくばヒト組織バイオ
バンクセンターの試み−ヒト試料の外部組
織への分譲 バイオバンクの展開 p98-110,
 2016 
竹内朋代、野口雅之 ヒト試料バイオバンク
−現状と将来性− Organ Biology 23(1); 2
1-28,2016 
 
2.  学会発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
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 該当なし 
2. 実用新案登録 
 該当なし 
3.その他 
 特記すべきことなし 
 


